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【 主な関係法令 】 
 
 ・介護保険法（平成 9年法律第 123号） 
  ・介護保険法施行令（平成 10年政令第 412号） 
  ・介護保険法施行規則（平成 11年厚生省令第 36号） 
  ・介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等を定める条例 
   （平成 24年岡山県条例第 62号） 
 ・介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等を定める条例 
   （平成 24年岡山県条例第 65号） 
 ・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成 12年厚生省告示第 19号) 
・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

(平成 18年厚生労働省告示第 127号） 
  ・指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について(平成 11年老企第 25号） 
 ・介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等の基準等   

について（令和 3年指第 47号） 
・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(訪問通所サービス、居宅療養管理指導及
び福祉用具貸与に係る部分)及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定
に伴う実施上の留意事項について（平成 12年老企第 36号） 

 ・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につ   
いて(平成 18年老計発第 0317001号・老振発第 0317001号・老老発第 0317001号) 

 
 
○ 厚生労働省 令和６年度介護報酬改定について 

介護報酬改正後の告示･通知等や報酬改定に関する情報は、厚生労働省の次のホームページ等で
確認できます。 
・https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html 
 

 
○ 長寿社会課 医療保険と介護保険の給付調整に関する資料について 

訪問看護事業を行う上で重要となる、医療保険と介護保険の給付調整に関する資料は、本県長寿
社会課のホームページに掲載していますので、必ずご確認ください。 
・https://www.pref.okayama.jp/page/421097.html 
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【訪問看護の基本的事項】

訪問看護とは、疾病や負傷により、居宅において介護を要する状態や療養が必要な状態
になっても、できる限り自立した日常生活を営めるよう療養生活を支援し、心身の機能の
維持回復を目指し、看護師等が療養上の世話又は必要な診療の補助を行うものである。

１ 訪問看護の対象者
◎要介護被保険者に対し、医療保険と介護保険で同様のサービスがある場合には介護
保険が優先する。

（１）介護保険の訪問看護
①原則
介護保険の被保険者であって、市町村により要介護者・要支援者と認定された者

②例外
①の者であっても次の場合は、医療保険での算定となる。
ア 特別訪問看護指示書（最長１４日）に係る指定訪問看護を行う場合。
イ 利用者等告示第４の１に掲げる疾病等（末期の悪性腫瘍等）の患者に対する指
定訪問看護を行う場合。

ウ 精神科訪問看護指示書が交付された場合。
ただし、認知症が主傷病である患者については、精神科在宅患者支援管理料を

算定する場合に限る。
エ 精神科訪問看護基本療養費が算定される指定訪問看護を行う場合。

（認知症でない患者に指定訪問看護を行う場合に限る。）
（２）医療保険の訪問看護

①原則
介護保険の訪問看護の利用者（介護保険の要介護者・要支援者が対象）を除く訪問
看護の利用者（＝４０歳未満の者及び４０歳以上の要介護者・要支援者でない者）

②例外
①の者であっても次の場合は、介護保険での算定となる。
ア 精神科訪問看護指示書が交付された患者であっても、認知症が主傷病である患
者（精神科在宅患者支援管理料を算定する場合を除く。）

＊ 訪問看護の申込があった際に、被保険者証により受給資格を確認すること。
また、介護支援専門員に対して、情報の共有に協力すること。

＊ 訪問看護の開始に際し、利用申込者やその家族に対し、運営規程の概要や職員の
勤務体制等を記載した文書を交付して説明を行い、訪問看護を受けることに同意を
得なければならない。
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２ 主治医との関係

実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

訪問看護の開始 主治医の指示による。 主治医の交付する「訪問看護指示
（診療記録への記載をもって代え 書」による。
ることができる）

訪問看護計画 診療記録への記載をもって代える 訪問看護計画書を定期的（１月に
ことができる。（利用者への訪問 １回程度）に提出する。
看護計画書の交付は必要）

主治医への報告 診療記録への記載をもって代える 訪問看護報告書を作成し、提出（１
ことができる。 月に１回程度）する。

（１）訪問看護を行う看護師等は、利用者の病状や心身の状態に応じ、適切な看護を行う
ため主治医との連携を図ることが重要となる。また、利用者の病状に急変があった場
合は、速やかに主治医等に連絡を行うなど必要な措置を行うこと。

（２）訪問看護指示書については、病状等に特段の変化がなければ、訪問看護指示書の期
間内（期間の記載がなければ１ヶ月、記載されている期間（最長６ヶ月））であれば
指示書の交付は必要ない。

（３）訪問看護ステーションは、保険医療機関が「在宅がん医療総合診療料」を算定し
た場合、訪問看護療養費を算定できないので必ず主治医に確認すること。
また、介護保険又は医療保険の「特別管理加算」を算定する場合は、当該利用者

が、加算の対象の状態等（気管カニューレ等を使用している状態等）であるかどうか
を指示書で確認した上で算定すること。

(４) 投薬は本来、医師が直接患者を診察した上で適切な薬剤を投与すべきであるが、
やむを得ない事情で看護に当たっている者から症状を聞いて薬剤を投与することは認
められる。この場合の「看護に当たっている者」は家族を想定し、訪問看護を実施し
ている看護師等から症状を聞いて投与する場合は該当しないため、主治医が、訪問看
護を行っている看護師から症状を聞いての投薬は適切ではない。

３ 人員、設備、運営等の基準の主な項目

実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

看護職員の数 適当数 常勤換算方法で２．５名以上
（うち1名は常勤であること）

管理者 （医療機関の長） やむを得ない場合を除き、看護師
又は保健師（※１）であり、かつ、
専従常勤（※２）であること。
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実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

※１：保健師又は看護師の管理者の長期間の傷病等のやむを得ない理由がある場合を除き、保健師又は

看護師以外の者（准看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士及び事務職員）は管理者になれ

ない。なお、やむを得ない理由が生じた際は、速やかに県に申し出ること。

※２：（R6.6改正）

管理者の兼務について、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しなが

ら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者が兼務でき

る事業所の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同一敷地内における他の事業所、施

設等ではなくても差し支えない。

・職員が育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加え、介護の短時間勤務制度、

「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける短時間勤務制度等を利用する場合

にも、週30時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。

・「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度、「治療と仕事の両

立ガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける短時間勤務制度等を利用する場合週30時間以上の勤

務で常勤換算での計算上も1 (常勤）と扱うことを認める。

・人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が産前産後休業や育児・介護休

業、「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける短時間勤務制度等を取得した

場合に同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで人員配置基準を満たすことを認める。

設備及び備品 必要な広さを有する専用区間を確保。必要な備品を備える。

事務室（特に、感染症予防に配慮）

内容及び手続の サービス提供の開始に際し、あらかじめ利用者又はその家族に
説明及び同意 対し、運営規程の概要や看護師等全ての従業者の勤務体制、事故

発生時の対応、苦情処理の体制、その他利用者が指定訪問看護事
業者の選択に当たっての重要事項を記載した文書を交付して、説
明をした後、提供の開始については同意を得なければならない。

（重要事項説明書の留意ポイント）

・運営規程（営業時間、通常の事業の実施地域等）が相違していないこと。

提供拒否の禁止 主治医、居宅介護支援事業者への連絡を行い、適当な他の指定
サービス提供困 訪問看護事業者を紹介する等、必要な措置を速やかに講じなけれ
難時の対応 ばならない。

（提供拒否の正当な理由と考えられるもの）

① 当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合

② 利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合

③ 利用者の病状等
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実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

居宅介護支援事 介護支援専門員から訪問看護計画書等の提出依頼があったとき
業者等との連携 は、当該計画書を提出する。

居宅サービス計画 居宅サービス計画に沿った訪問看護計画書により訪問看護を提
に沿ったサービス 供しなければならない。
の提供

居宅サービス計画 利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、居宅介護
等の変更の援助 支援事業者への連絡等の援助を行わなければならない。

（留意ポイント）

・居宅サービス計画、訪問看護計画書、提供する訪問看護の内容が整合していること。

・居宅サービス計画や訪問看護計画書に基づかないサービスは介護報酬を算定することはできない。

身分を証する 事業所の看護師等である旨の証明書を携行させ、利用者等から
書類の携行 求められた場合は提示すること。

（留意ポイント）

・事業所の名称、看護師等の氏名は必須。当該看護師等の写真や職能の記載が望ましい。

サービス提供 サービス提供した際の提供日、時間、サービス提供者の氏名、
の記録 提供した具体的なサービス内容、利用者の心身の状況その他必要

な事項を記録すること。

（留意ポイント）

・サービスの提供開始及び終了時刻は、計画上の標準的な時間ではなく、実際の時間を記載する。

・サービス提供の記録は、介護報酬の請求の根拠となる（いわば診療報酬請求におけるカルテと同様）

ため、介護報酬の請求内容を証明できるだけの内容の記録が必要であり、サービス提供の記録がない

と認められる場合には、過誤調整を指導する。

【訪問看護記録書】＝「訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（H12.3.30老企第55号）参照

・利用者毎に作成し、主治医及び居宅介護支援事業所からの情報、初回訪問時に把握した基本的な情報

等の記録を整備し、以下の事項について記入すること。

【記録書Ⅰ】初回訪問時に把握した基本的な情報等（訪問看護の依頼目的、初回訪問年月日、主たる傷

病名、既往歴、現病歴、療養状況、介護状況、緊急時の主治医・家族等連絡先、指定居宅介護支援

事業所の連絡先、その他関係機関との連絡事項等）

【記録書Ⅱ】訪問毎の記録（ 訪問年月日、病状・バイタルサイン、実施した看護・リハビリテーショ

ン内容等）
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実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

利用料の受領 実施地域外でのサービス提供時の交通費や、その他のサービス
提供に係る費用については、あらかじめ利用者やその家族に内容
を説明し、利用者の同意を得ておくこと。

（留意ポイント）
・交付する領収証に、保険給付対象額、その他の費用、医療費控除対象額を区分して記載し、当該その
他の費用の額については個別の費用ごとに区分して記載すること。

指定訪問看護の 提供されたサービスについて、目標達成の度合いや利用者及び
基本取扱方針 その家族の満足度等について常に評価を行わなければならない。

サービスの質の評価は、自ら行う評価に限らず、第三者評価など
の外部の者による評価など、多様な評価方法を広く用い、様々な
視点から客観的にサービスの質の評価を行わなければならない。
また、評価の結果を踏まえ、常にサービスの改善を図りながらよ
り良いサービスの提供を行わなければならない。 【県独自基準】
→参考資料「訪問看護ステーションによる事業所自己評価のガイドライン第２版」（一般財団法人全国訪問看護事業協会）

https://www.zenhokan.or.jp/wp-content/uploads/h30-1-guide.pdf

指定訪問看護の 事業者は、適正な契約手続等を行うために成年後見制度の活用
具体的取扱方針 が必要と認められる場合（利用者自身では、各種契約、不動産・

預貯金等の財産の管理等が困難であり、利用者を法律的に支援す
る必要がある等）は、地域包括支援センターや市町村担当課等の
相談窓口を利用者に紹介する等関係機関と連携し、利用者が成年
後見制度を活用することができるように配慮しなければならない。

【県独自基準】
看護師等は、介護予防訪問看護計画に記載したサービスの提供

を行う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、介護予防訪問
看護計画の実施状況の把握（モニタリング）を行うこと。また、
結果については介護予防支援事業者に報告すること。（介護予防）
（R6.6改正）

指定訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならないこと。

身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこ

と。

主治の医師と 訪問看護は、主治医が交付する訪問看護指示書に基づいて開始
の関係 されるため、訪問看護ステーションは訪問看護指示書の交付を受

けなければならない。
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実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

主治の医師との 適切な訪問看護を提供するために、定期的に訪問看護計画書と
関係（つづき） 訪問看護報告書を主治医に提出すること。

（留意ポイント）

・介護保険又は医療保険の「特別管理加算」を算定する場合は、当該利用者が、加算の対象の状態等で

あるかどうかを指示書で確認した上で算定すること。なお、利用者の傷病名については、主治医の判

断を確認すること。

・医療保険の給付対象となる場合は、介護保険の訪問看護費は算定しないこと。

訪問看護計画書 訪問看護計画書は、居宅サービス計画の内容に沿ったものでな
及び訪問看護報 ければならない。そのためには、サービス担当者会議に出席し情
告書の作成 報共有することや居宅（介護予防）サービス計画の交付を受け、

サービス内容の確認を行うことが重要となる。
訪問看護計画書は、利用者の希望、主治医の指示及び利用者の

心身の状況を踏まえて作成されなければならないもので、サービ
ス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、計画書
の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用者の同意を
得なければならない。また、計画書を利用者に交付しなければな
らない。

（留意ポイント）＝「訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（H12.3.30老企第55号）参照

・訪問看護計画書及び報告書の作成は、准看護師はできないので注意すること。

※基準条例第７４条に規定する報告書は、訪問の都度記載する記録（訪問看護記録書）とは異なり、

主治医に定期的に提出するものをいう。

・サービス提供開始前に、訪問看護に係る利用者の同意を得ること。

同居家族に対する 看護師等に、その同居の家族である利用者に対する訪問看護の
訪問看護の禁止 提供をさせてはならない。

（留意ポイント）

・同居していない家族、同居している家族以外の者については、明確な禁止規定はないが、同居家族に

よるサービス提供と同様、介護報酬の算定対象となるサービスと家族等が行う看護を区分することが

困難である、報酬の対象とならない内容のサービスが提供されるおそれがあることなど、不適切な報

酬算定につながりやすいと考えられるため適切ではない。

※ 訪問介護では同居家族にサービス提供させたとして、取消処分の事例あり。

緊急時等の対応 サービス提供中に、利用者に病状の急変等が生じた場合には、
必要に応じて臨時応急の手当を行うとともに、速やかに主治の医
師への連絡を行い指示を求める等の必要な措置を講じること。
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実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

（留意ポイント）

・緊急時対応マニュアル、利用者の主治医や家族の緊急時連絡先については、整備することだけが目的

ではなく、緊急時に活用できるよう看護師等に周知することが重要。

管理者の責務 管理者は、ステーションの看護師等の管理、利用申込みに係る
調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなけれ
ばならない。
管理者は、看護師等に「運営に関する基準」を遵守させるために
必要な指揮命令を行わなければならない。

（留意ポイント）

・管理者が訪問看護師としての業務を行う場合は、本来業務に支障がないよう留意すること。

・管理者の兼務について、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しなが

ら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者が兼務で

きる事業所の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同一敷地内における他の事業所、

施設等ではなくても差し支えない。

・運営指導において、「看護師だから看護師業務はできるが、管理業務はできない。」と主張する事業所

が見受けられるが、そのような主張は全く通用しないので、当該規定の遵守を徹底すること。

運営規程 必要な事項を定めた運営規程を定めること。
・「虐待の防止のための措置に関する事項」を追加

※令和６年３月末(経過措置終了)

・従業者の員数を「○人以上」と記載することを可能とする。（従
前からの本県の取扱いと同様です。）

（留意ポイント）

・運営規程に定めている営業日・営業時間及び利用料が、事業所の実態と整合していない。

・介護予防サービス事業に係る運営規程が整備されていない。

勤務体制の確保 全ての従業者の勤務体制を定め、事業所ごと、月ごとに勤務表
等 を作成すること。

従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、兼務関係な
どを明記すること。
職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従
業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等
の必要な措置を講じなければならない。
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実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

（留意ポイント）

・翌月の勤務予定表が前月末までに作成されていること。また、非常勤職員についても勤務予定の管理

を行うこと。なお、営業日・営業時間内に、従業者の配置がない時間がないこと。

・研修について、年間計画などを策定し、実施後は資料等を含め記録を残すこと。

業務継続計画の 感染症や非常災害の発生時において、サービスの提供を継続的
策定等 に実施するとともに、非常時の体制で早期の業務再開を図るため

計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、
当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。
従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な
研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

※令和６年３月末(経過措置終了)

衛生管理等 感染症予防に必要な措置をとり、常に衛生的な管理に努めること。

感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講
じなければならない。
一 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員
会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話
装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）
をおおむね六月に一回以上開催するとともに、その結果につい
て、看護師等に周知徹底を図ること。

二 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。
三 看護師等に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研
修及び訓練を定期的に実施すること。※令和６年３月末(経過措置終了)

（留意ポイント）

・感染症予防マニュアル等を整備し、従業者に周知すること。

・感染を予防するための備品等（使い捨て手袋、手指洗浄設備等）を備えること。

掲示 利用申込者のサービスの選択に資する重要事項（運営規程の概要、

看護師等の勤務体制等）を事業所の見やすい場所に掲示すること。

重要事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつ

でも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示

に代えることができる。 （従前からの本県の取扱いと同様です。）

(R7.4より義務化)

「書面掲示」に加え、インターネット上で情報の閲覧が完結する

よう、介護サービス事業者は、原則として重要事項等の情報をウェ

ブサイト（法人のホームページ等又は情報公表システム上）に掲載

・公表しなければならない。
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実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

（留意ポイント）

・掲示すべき内容（項目）は、重要事項説明書と同じ（苦情処理のために講ずる措置の概要も併せて）。

・受付コーナー、相談室等利用申込者等が見やすいよう工夫して掲示すること。

※ 掲示が困難な場合には、利用者等誰もが閲覧できるように、ファイル等に入れて、備え置きも可。

秘密保持等 従業者の在職中及び退職後における、利用者及びその家族の個
人情報に関する秘密保持について、事業者と従業者等との雇用契
約、就業規則、労働条件通知書、誓約書等で取決めを行うこと。
サービス担当者会議等において、利用者及びその家族の個人情報
を用いることについて、それぞれから文書による同意が得ること。

（留意ポイント）

・利用者の家族から使用の同意を得る様式になっていない。

苦情処理 苦情を受け付けた場合は、苦情の内容等を記録すること。
また、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を
行うこと。

（留意ポイント）

・苦情の内容の記録には、「その後の経過」「原因の分析」「再発防止のための取組」等を記録すること。

事故発生時の 事故の状況等によっては、事業所を所管する県民局等へ報告を
対応 行うこと。

※ 介護保険施設・事業所における事故等発生時の対応に係る指針（ 岡山県版） 参照

（留意ポイント）

・事故(｢ひやりはっと｣を含む｡)の事例報告を記録様式に記録すること。

・事故の内容の記録には、「その後の経過」「原因の分析」「再発防止のための取組」等を記録すること。

・損害賠償保険に加入しておくこと。

会計の区分 指定訪問看護事業とその他の事業の経理・会計を区分すること。

（留意ポイント）

・事業所（サービス）ごとに経理を区分すること。

・事務的経費等についても按分するなどの方法により、会計を区分すること。

記録の整備 利用者に対する訪問看護の提供に関する諸記録を整備し、その
完結の日から５年間【県独自基準】保存すること。
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実施主体 医療機関 訪問看護ステーション

記録の整備 （R6.6改正）
（つづき）） やむを得ず身体拘束等を行った場合、身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由
の記録をすること。

（留意ポイント）

・退職した従業者に関する諸記録についても保存すること。

・訪問看護計画を変更しても以前の訪問看護計画を保存すること。

・契約解除になった利用者の記録をすぐに廃棄しないこと。完結の日とは、利用者との契約の終了日で

はなく、それぞれの書類ごとに、その書類を使わなくなった日となる。利用者との契約が継続してい

る間において、当該利用者に関する全ての記録を保存することを求めるものではない。【県独自基準】

・事業者においては、保存業務の煩雑さを避ける観点から、それぞれの記録の所属する年度（目標期間

が設けられているものについては、その期間の満了日の所属する年度）の終了後、５年間保存する等、

適正な運用を図るものとする。【県独自基準】

・なお、他の法令等により、５年間以上の保管期間が義務付けられているものについては、それぞれの

規定に従う必要がある。【県独自基準】
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４ 訪問看護事業の届出
（１）次の加算等の体制の届出については、事前に届出が必要。医療保険関係については

中国四国厚生局岡山事務所へ、介護保険関係は各県民局健康福祉課へ提出すること。
医療保険 介護保険

・精神科訪問看護基本療養費 ・特別地域加算
・24時間対応体制加算 ・中山間地域等における小規模事業
・24時間対応体制加算（基準告示第3 所加算（規模及び地域）
地域） ・緊急時訪問看護加算

・特別管理加算 ・特別管理加算
・訪問看護基本療養費の注2及び注4に ・ターミナルケア加算（介護予防を除
規定する専門の研修を受けた看護師 く）

・精神科複数回訪問加算 ・サービス提供体制強化加算
・精神科重症患者支援管理連携加算 ・看護体制強化加算
・機能強化型訪問看護管理療養費１、 ・専門管理加算
２、３ ・遠隔死亡診断補助加算

・専門管理加算 ・口腔連携強化加算
・遠隔死亡診断補助加算
・訪問看護管理療養費1、2
・訪問看護医療DX情報活用加算
・訪問看護ベースアップ評価料(1)(2)

（２）既に申請又は届出をしている内容（運営規程や所在地等）に変更があった場合
は、変更後１０日以内に、事業を休止又は廃止する場合は１ヶ月前までに、再開
した場合は１０日以内に届出を、各県民局健康福祉課へ提出すること。
なお、医療保険は別に中国四国厚生局岡山事務所へ提出すること。

※ 県への届出の際の提出書類等は、指導監査課のホームページに掲載している「申
請の手引き」を参照のこと。

５ 指定更新手続について（訪問看護ステーション及び一般指定の事業所のみ）
指定（許可）の有効期間満了後も引き続き事業所の運営を行う場合は、6年毎に介護

保険法の規定に基づく指定の更新を受ける必要がある。（サービスごとに更新手続が必
要）
ただし、休止中の事業所においては指定更新を行うことができないので、注意するこ

と。

６ サテライト事業所（出張所等）の開設（岡山県指定の事業所に限る）
サテライト事業所を開設する際は、サテライト事業所を開設する主たる事業所の所在

市町村を所管する県民局健康福祉課（事業者班）と事前に協議をすること。
なお、岡山県ではサテライト事業所の適正な運営を図るため、下記を要件とします。

①使用目的及び必要性が適切であること。

②申込調整、サービス提供把握、苦情処理、職員管理等は本体事業所で実施すること。

③本体事業所との相互支援が行える体制にあること。
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・概ね２０分以内で移動可能であること。

・サテライト事業所が特別地域加算の対象地域に位置する場合は、距離的な要件は

問わない。

・サテライト事業所が中山間地域等小規模事業所加算の対象地域に位置する場合
で、次の(ｲ)及び(ﾛ)のいずれの要件も満たす場合は概ね３０分以内で移動可能で
あること。
(ｲ)緊急時訪問看護加算及びターミナルケア加算の体制を届け出ていること。
(ﾛ)サービス提供体制強化加算のいずれかの区分を算定していること。

④本体事業所と同一の運営規程を定めること。

⑤サテライト事業所に看護職員を配置すること。

⑥サテライト事業所として使用する建物は、本体事業所の申請者(法人)が所有又は賃

借していること。
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【注 意 事 項】

●訪問看護の所要時間
（１）２０分未満の訪問看護費の算定

・居宅サービス計画又は訪問看護計画において２０分未満のみの訪問看護のみが設
定されることは適切ではなく、２０分以上の保健師又は看護師による訪問看護を
週1回以上含む設定とすること。

・訪問看護を２４時間行うことができる体制を整えている事業所として緊急時訪問
看護加算の届出をしている場合に算定可能。

（２）複数回又は連続して訪問看護を提供する場合等
・前回提供した訪問看護からおおむね２時間未満の間隔で訪問看護を行う場合
（20分未満の訪問看護費を算定する場合及び利用者の状態の変化等により緊急
の訪問看護を行う場合を除く。）は、それぞれの所要時間を合算する。

・一人の看護職員（保健師、看護師又は准看護師）が訪問看護を行った後に、続い
て別の看護職員が訪問看護を行った場合には、当該訪問看護の所要時間を合算。
なお、当該訪問看護の提供時間を合算した場合に、准看護師による訪問看護が含
まれる場合には、当該訪問看護費は、准看護師による訪問看護費を算定。

・一人の看護職員又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が訪問看護を行
った後に、続いて他の職種の看護職員又は理学療法士、作業療法士若しくは言語
聴覚士が訪問看護を実施した場合は職種ごとに算定できる。

・一人の利用者に対して、連続して訪問看護を提供する必要性については、適切な
ケアマネジメントに基づき判断すること。

●理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問
（１）理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（理学療法士等）の訪問看護は、その訪

問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場合
に、看護職員の代わりに訪問させるという位置付けのものである。
なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、言語聴覚士の業務のう
ち保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）の規定にかかわらず業とす
ることができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士法（平成9年法律第1
32号第42条第1項））に限る。

（２）理学療法士等による訪問看護は、１回当たり２０分以上訪問看護を実施すること
とし、一人の利用者につき週に６回を限度として算定する。

（３）理学療法士等が訪問看護を提供している利用者については、毎回の訪問時におい
て記録した訪問看護記録書等を用い、適切に訪問看護事業所の看護職員と理学療
法士等の間で利用者の状況、実施した内容を共有するとともに、訪問看護計画書
（計画書）及び訪問看護報告書（報告書）は、看護職員（准看護師を除く）と理
学療法士等が連携し作成すること。また、主治医に提出する計画書及び報告書は
理学療法士等が実施した内容も一体的に含むものとし、報告書には、理学療法士、
作業療法士又は言語聴覚士が提供した訪問看護の内容とその結果等を記載した文
書を添付すること。

（４）複数の訪問看護事業所から訪問看護を受けている利用者について、計画書及び報
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告書の作成に当たっては当該複数の訪問看護事業所間において十分な連携を図っ
たうえで作成すること。

（５）計画書及び報告書の作成に当たっては、訪問看護サービスの利用開始時及び利用
者の状態の変化等に合わせ、定期的な看護職員による訪問により利用者の状態の
適切な評価を行うこと。

（６）訪問看護サービスの利用開始時＝利用者が過去２月間（暦年）において当該訪問
看護事業所から訪問看護（医療保険の訪問看護を含む。）の提供を受けていない
場合であって、新たに計画書を作成する場合。
利用者の状態の変化に合わせた定期的な訪問＝主治医からの訪問看護指示書の内
容が変化する場合や利用者の心身状態や家族等の環境の変化等の際に訪問するこ
と。

（７）理学療法士等による訪問の場合、厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定
訪問看護事業所については、１回につき８単位を所定単位数から減算する。

【訪問看護、介護予防訪問看護共通】

厚生労働大臣が定める施設基準（次の基準のいずれかに該当する場合）
①当該訪問看護事業所における前年の４月から当該年の３月までの期間の理学療
法士等による訪問回数が、看護職員による訪問回数を超えている場合。

②算定日が属する月の前６月間において、緊急時訪問看護加算、特別管理加算及
び看護体制強化加算のいずれも算定していない場合。

・理学療法士等による指定介護予防訪問看護の利用を開始した日の属する月から起算
して12月を超えて理学療法士等が指定介護予防訪問看護を行う場合は、介護予防訪
問看護費の減算（※）を算定している場合は、１回につき１５単位を所定単位数か
ら更に減額し、介護予防訪問看護費の減額を算定してない場合は、1回につき5単位
を所定単位数から減算する。 【介護予防訪問看護のみ】

（※）厚生労働大臣が定める施設基準に該当する場合の８単位減算

【関連Q&A】
Ｑ：留意事項通知において、「計画書及び報告書の作成にあたっては、訪問看護サービスの利用開

始時及び利用者の状態の変化等に合わせ、定期的な看護職員による訪問により利用者の状態の適

切な評価を行うこと」とされたが、看護職員による訪問についてどのように考えればよいか。

Ａ：訪問看護サービスの「利用開始時」については、利用者の心身の状態等を評価する観点から、

初回の訪問は理学療法士等の所属する訪問看護事業所の看護職員が行うことを原則とする。また、

「定期的な看護職員による訪問」については、訪問看護指示書の有効期間が６月以内であること

を踏まえ、少なくとも概ね３ヶ月に１回程度は当該事業所の看護職員による訪問により、利用者

の状態の適切な評価を行うものとする。なお、当該事業所の看護職員による訪問については、必

ずしもケアプランに位置づけ、訪問看護費の算定まで求めるものではないが、訪問看護費を算定

しない場合には、訪問日、訪問内容等を記録すること。

（平成30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)(平成30.3.23) 問２１）

Ｑ：定期的な看護職員による訪問が義務づけられたましたが、利用者の都合で、理学療法士等と看

護師の訪問日が重なってしまっても大丈夫でしょうか。
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Ａ： 同一日の算定は可能ですが、看護職員の訪問がアセスメントのためだけでは、訪問看護費を

算定することはできません。看護職員が予定されているケアの一環として訪問する場合、ケアプ

ランに基づき訪問看護費を算定できます。

（一般社団法人全国訪問看護事業協会：令和6年版訪問看護実務相談Ｑ＆Ａ Ｑ５－22）

※ アセスメントのみの訪問だけでなく、本来の訪問看護の標準時間にアセスメントの時間を

追加する場合も追加した部分は算定対象外。

Ｑ：理学療法士・作業療法士・言語聴覚士による介護予防訪問看護について、当該事業所において

サービスを継続しているが、要介護認定の状態から要支援認定となった場合の取扱如何。

Ａ：法第19条第2項に規定する要支援認定の効力が生じた日以降で、理学療法士・作業療法士・言

語聴覚士による当該サービスを利用開始した日が属する月をもって、利用開始されたものとする。

ただし、要支援の区分が変更された場合（要支援1から要支援2への変更及び要支援2から要支援1

への変更）はサービスの利用がされているものとみなす。

（令和3年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.3)(令和3.3.26) 問13）

●業務継続計画未策定減算について
○感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定・当該業務継続計画に従い

必要な措置を講じていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を減算する。

※令和７年３月31日までの間は減算を適用しない。

★減算される起算日は、運営指導等により業務継続計画の未策定等を発見した時点ではなく、「基

準を満たさない事実が生じた時点」まで遡及して減算されます。

【届出についての注意点】
◎業務継続計画未策定減算が減算適用とならない場合で、他の加算等の内容に変
更がない場合、体制届の提出は必要ありません。

※業務継続計画を策定していない事業所は必ず、体制届を提出してください。

・「業務継続計画未実施減算」に係る体制届については、岡山県独自の取扱いとし

て、届出がない場合は「基準型」として処理します。
従って、当該減算の適用とならない場合で、他の加算等の内容に変更がない場

合、体制届の提出は必要ありません。

・減算を届出していない事業所が、運営指導等で業務継続計画を策定していないことが確認

された場合は、令和７年４月1日に遡って減算の対象となります。

●高齢者虐待防止措置未実施減算について
○虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていない場合、所定
単位数の１００分の１に相当する単位数を減算する。

・虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定
期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

・虐待の防止のための指針を整備すること。
・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。
・上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。
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●指定訪問看護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利用者
に対する取扱い
①同一敷地内建物等に居住する者（利用者の人数が４９人以下の場合）→１０％減算
②同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等に居住する利用者の人数が５０人
以上の場合 →１５％減算

③上記以外（同一敷地内建物等以外）で一つの建物に居住する者（当該建物に居住す
る利用者の人数が１月当たり２０人以上） →１０％減算

＜注意点＞
・減算を受けている者の区分支給限度基準額を計算する際には、減算前の単位数を用
いる。

【同一敷地内建物等の定義】
以下の該当する敷地にある建築物で、効率的なサービス提供が可能なものを指す。
・構造上又は外形上、一体的な建築物
・同一敷地内並びに隣接する敷地（幅員の狭い道路等を挟んで隣接する場合を含
む）にある建築物

【同一敷地内建物に該当しないものの例】
・同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合
・隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断する
ために迂回しなければならない場合
※ 適用について疑義がある場合は、県民局にお問い合わせください。

【利用者の人数】
１月間（歴月）の利用者数の平均を用い、当該月における１日ごとの該当する

建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して得た値とする。（小数点
以下切捨）

●居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護師以外の看護師等
により訪問看護が行われた場合の取扱い

（１）・准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の事情により保健師又は
看護師が訪問する場合→所定単位数に100分の90を乗じて得た単位数を算定。

・保健師又は看護師が訪問することとされている場合に、准看護師が訪問する場
合→准看護師が訪問する場合の単位数（所定単位数の100分の90）を算定。

（２）・准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の事情により理学療法士
等が訪問する場合→理学療法士等の所定単位数を算定。

・理学療法士等が訪問することとされている場合に、准看護師が訪問する場合
→理学療法士等の所定単位数を算定。

●定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携
（１）・緊急時訪問看護加算の届出を行っていること。
（２）・月の途中からの利用等に係る日割り計算は以下のとおり。

①利用開始又は終了の場合
利用開始日から月末日まで、又は月初日から利用終了日までに対応した日割り
計算

②月の途中に短期入所生活介護又は短期入所療養介護の利用がある場合
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ショートステイを利用した期間について日割り計算
③月の途中で要介護５から要介護度が変更又は要介護５に新たになった場合
要介護５の期間について日割り計算（上乗せ加算８００単位に係る取扱い）

④月途中で末期の悪性腫瘍等となり医療保険の適用となった場合
医療保険の適用対象の状態にある期間について日割り計算

●退院・退所当日の訪問介護費
医療機関、介護老人保健施設、介護医療院を退院・退所した日について、厚生労働大

臣が定める状態（利用者等告示第六号）にある利用者（特別管理加算算定対象者）に加
え、主治の医師が必要と認めた利用者に訪問看護費を算定できる。短期入所療養介護サ
ービス終了日（退所・退院日）も同様である。
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【介護保険と医療保険に係る注意事項】

【参考資料の御案内】
『「診療報酬との算定調整」及び「医療保険と介護保険の給付調整」
～訪問看護ステーション編～』

＜掲載ホームページ＞
長寿社会課ホームページ「医療保険と介護保険の給付調整等に関する関係資料」
URL：https://www.pref.okayama.jp/page/421097.html

●１人の利用者に対して複数の訪問看護ステーションによる訪問看護を提供する場合
【介護保険】
２ヵ所以上の訪問看護ステーションから提供できる。

【医療保険】
１ヵ所の訪問看護ステーションのみ提供できる。但し、下記に該当する場合を除く。
・２ヵ所の訪問看護ステーションから提供できる場合（①又は②に該当）
①厚生労働大臣が定める疾病等（基準告示第2-1）に該当する場合

②特別訪問看護指示書の交付を受け、週４日以上の訪問看護が計画されている場合

・３ヵ所の訪問看護ステーションから提供できる場合
厚生労働大臣が定める疾病等（基準告示第2-1）に該当し、週７日の訪問看護が計画され

ている場合

・悪性腫瘍の利用者に対する緩和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及び人工膀胱ケ
アに係る専門の研修を受けた看護師による訪問看護を受けた場合は、その数から
除く

＊１人の利用者に対し、同一日に複数の訪問看護ステーションからのサービス提供
はできない。

＊１人の利用者に対し、１ヵ所の訪問看護ステーションのみ算定できる加算がある
ので、訪問看護ステーション間でよく協議を行い、十分な連携をとること。

【介護保険】
・緊急時訪問看護加算
・特別管理加算
・ターミナルケア加算
・退院時共同指導加算（特別な管理が必要な利用者の場合を除く）

【医療保険】
・２４時間対応体制加算
・退院支援指導加算
・看護・介護職員連携強化加算
・訪問看護情報提供療養費
・訪問看護ターミナルケア療養費
・精神科重症患者支援管理連携加算
・退院時共同指導加算（特別な管理が必要な利用者の場合を除く）
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●月の途中で介護保険から医療保険に切り替わった場合
・介護保険で緊急時（介護予防）訪問看護加算又は緊急時対応加算を算定した場合、
医療保険の２４時間対応体制加算は算定できない。

・介護保険で特別管理加算を算定した場合、医療保険の特別管理加算は算定できない。
・介護保険で看護・介護職員連携強化加算を算定した場合、医療保険の看護・介護職
員連携強化加算は算定できない。

・介護保険で専門管理加算を算定した場合、医療保険の専門管理加算は算定できない。
・介護保険でターミナルケア加算（遠隔死亡診断補助加算を含む。）を算定した場合、
医療保険の訪問看護ターミナルケア療養費（遠隔死亡診断補助加算を含む。）は算
定できない。

・介護保険で看取り介護加算等を算定した場合、医療保険の訪問看護ターミナルケ
ア療養費２は算定できる。

・医療保険の訪問看護情報提供療養費１は、同一月に介護保険による訪問看護を受け
ていない場合は算定できる。

●精神科訪問看護・指導料等に係る訪問看護の利用者の取扱いについて
・精神科訪問看護・指導料及び精神科訪問看護基本療養費の算定による医療保険の訪
問看護の利用者は、医療保険の給付対象であり、同一日に介護保険の訪問看護費を
算定できない。

・なお、月の途中で利用者の状態が変化し、医療保険から介護保険、または介護保険
から医療保険への変更は可能であるが、状態変化の事情によらず恣意的に変更する
ことはできない。

●特別の関係による訪問看護療養費（医療保険）の算定制限
訪問看護ステーションと特別の関係にあり、かつ、当該訪問看護ステーションに対

して訪問看護指示書を交付した医師が属する保険医療機関等において、
・往診料
・在宅患者訪問診療料（Ⅰ）（Ⅱ）
・在宅がん医療総合診療料
・在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料
・在宅患者訪問薬剤管理指導料
・在宅患者訪問栄養食事指導料
のいずれかを算定した日は、原則として訪問看護療養費は算定できない。
ただし、次の場合においては訪問看護療養費の算定は可能である。
・訪問看護を行った後、病状の急変等により往診し往診料を算定した場合
・利用者が保険医療機関等を退院後１月を経過するまでに往診料等上記診療報酬の
いずれかを算定した場合。

・在宅患者訪問褥瘡管理指導料の算定に必要なカンファレンスを実施する場合で、
継続的な訪問看護の必要がある場合（在宅患者訪問診療料、在宅患者訪問栄養食
事指導料に限る。）

●サービス種類相互の算定関係について
利用者が、次のサービスを受けている場合
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・（介護予防）特定施設入居者生活介護 ※
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護（例外あり）
・（介護予防）認知症対応型共同生活介護 ※
・地域密着型特定施設入居者生活介護 ※
・複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
【介護保険】（介護予防）訪問看護費は算定できない。
【医療保険】厚生労働大臣が定める疾病等（基準告示第2-1）に該当する場合、又は

特別訪問看護指示書の交付を受けた期間のみ算定できる。
※外部サービス利用型（介護予防）特定施設入居者生活介護の場合は、特定施設サ
ービス計画に基づき、訪問看護ステーションと特定施設との委託契約により、外
部サービスの提供事業者として訪問看護の提供が可能。

※事業者が訪問看護の必要を認めた場合、各事業者の負担で訪問看護の提供が可能。

・特別養護老人ホーム（地域密着型を含む。）入所者及び（介護予防）短期入所生活
介護を受けている場合については、末期の悪性腫瘍である者等に対し医療保険の訪
問看護を行うことができる。 （R6.3.27保医発0327第9号）

・利用者が小規模多機能型居宅介護を受けている場合、通所サービス又は宿泊サービ
スを利用している時、小規模多機能型居宅介護事業所に看護職員等が出向くような
利用形態は認められない。（H19.2.19Q&A）

●訪問看護指示書について
訪問看護指示書は、主治の医師が診療に基づき６ヶ月以内の範囲で訪問看護ステーシ

ョンに交付するものであり、毎月交付しなければならないものではない。（指示書に有
効期間の記載がない場合は有効期間は一月。）
また、訪問看護ステーションは、指示がない期間については訪問看護はできない。
急性増悪等による特別訪問看護指示の有効期間は、診療を行った日から１４日以内の

期間である。例えば、７月１日に急性増悪を認める診療を行った場合、特別訪問看護指
示期間を７月２日から７月１５日（14日間)にすることはできない。
なお、訪問看護指示書を交付できる医師は主治医のみ（1名）である。
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各 種 加 算 に つ い て 

         算定にあたり体制届の提出が必要な加算 

                 実施すれば算定可能な加算 

                     

 

早朝・夜間、深夜の（介護予防）訪問看護加算 

① 単位数 

○早朝・夜間・・・1 回につき所定単位数の 100 分の 25  

○深夜・・・・・・1 回につき所定単位数の 100 分の 50  

② 算定要件等 

○ 居宅サービス計画上又は訪問看護計画上、サービス開始時刻が加算対象となる時間

帯にある場合に算定。 

 

複数名訪問加算 

① 単位数 

複数名訪問加算（Ⅰ） 

〇所要時間 30 分未満の場合・・・２５４単位 

〇所要時間 30 分以上の場合・・・４０２単位 

複数名訪問加算（Ⅱ） 

〇所要時間 30 分未満の場合・・・２０１単位 

〇所要時間 30 分以上の場合・・・３１７単位 

② 算定要件 

●利用者又はその家族が複数の看護師等によるサービス提供について同意し、次のい 

ずれかに該当すること。 

・利用者の身体的理由で１人の看護師等による訪問看護が困難と認められる場合。 

・暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合。 

・その他利用者の状況等から判断して、上記の状況に準ずると認められる場合。 

複数名訪問加算（Ⅰ） 

○両名とも看護師等（保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業療法士又は 

言語聴覚士）であること。 

複数名訪問看護（Ⅱ） 

○訪問看護を行う一人が看護師等であり、同時に訪問する一人が看護補助者であること。 

看護補助者とは、訪問看護を担当する看護師等の指導の下に、療養生活上の世話（食

事、清潔、排泄、入浴、移動等）の他、居室内の環境整備、看護用品及び消耗品の整理

整頓等といった看護業務の補助を行う者のことであり、資格は問わないが、秘密保持や

安全等の観点から、訪問看護事業所に雇用されている必要がある。 

③ 注意事項 

〇事情なく単に２人の看護師等が同時にサービス提供を行ったことのみをもっての算 

定は不可。 

23



 

長時間（介護予防）訪問看護加算 

① 単位数・・・1 回につき 300 単位 

② 算定要件 

〇特別な管理を必要とする利用者に対してサービス提供所要時間が 1 時間 30 分以上。 

③ 注意事項等 

〇特別な管理を必要とする利用者とは、別に厚生労働大臣が定める状態にある者（気管 

カニューレ等を使用している状態等）に限る。 

〇准看護師が行う場合であっても同じ単位数を算定する。 

 

特別地域（介護予防）訪問看護加算 

☆厚生労働大臣が定める地域に所在する事業所 

①単位数 

指定訪問看護ステーション及び病院又は診療所 

1 回につき所定単位数の 100 分の 15 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して行う場合 

 1 月につき所定単位数の 100 分の 15 

  ・所定単位数は、緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を除く。 

②算定要件 

〇厚生労働大臣が定める地域に事業所が所在。 

〇サテライト事業所のみが該当地域に所在する場合は、サテライト事業所を業務の本拠 

とする訪問看護職員による訪問看護が加算の対象。 

③注意事項等 

○サテライト事業所のみが当該地域に所在する場合には、当該サテライト事業所を本拠 

とする訪問看護職員を明確にするとともに、当該サテライト事業所から提供した具体 

的なサービスの内容等の記録を別に行い、管理すること。 

 

中山間地域等の小規模事業所加算 

☆厚生労働大臣が定める地域に所在し、1 月当りの延訪問回数が 100 回以下（介護予防は５

回以下）の事業所 

①単位数 

指定訪問看護ステーション及び病院又は診療所 

1 回につき所定単位数の 100 分の 10 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して行う場合 

1 月につき所定単位数の 100 分の 10 

②算定要件 

〇厚生労働大臣が定める地域に事業所が所在。 

〇サテライト事業所のみが該当地域に所在する場合は、サテライト事業所を業務の本拠 

とする訪問看護職員による訪問看護が加算の対象。 
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③注意事項等 

〇延訪問回数は前年度（３月を除く。）の 1 月当りの平均延訪問回数 

〇前年度実績が 6 月に満たない事業所については、直近の 3 月における 1 月当たりの 

平均延訪問回数。 

〇利用者に事前に説明を行い、同意を得ること。 

重 要 

○３月には必ず、４月から２月までの１月当りの平均延訪問回数を計算し次年度に加

算算定が可能か確認してください。 

○訪問看護と介護予防訪問看護それぞれで確認をお願いします。 

○算定要件を満たさない場合は、速やかに加算の取下の届出をしてください。 

 

中山間地域等の居住者へのサービス提供加算 

☆利用者が、厚生労働大臣が定める地域に居住。 

①単位数 

指定訪問看護ステーション及び病院又は診療所 

1 回につき所定単位数の 100 分の５ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して行う場合 

1 月につき所定単位数の 100 分の５ 

②算定要件 

〇利用者が厚生労働大臣の定める地域に居住。 

③注意事項等 

〇交通費の支払いを受けることはできない。 

 

緊急時（介護予防）訪問看護加算  

① 単位数（１月につき） 

〇緊急時訪問看護加算（Ⅰ） 

 指定訪問看護ステーションの場合  ６００単位 

 病院又は診療所の場合       ３２５単位 

〇緊急時訪問看護加算（Ⅱ）   

 指定訪問看護ステーションの場合  ５７４単位 

 病院又は診療所の場合       ３１５単位 

② 算定要件 

＜緊急時訪問看護加算（Ⅰ）＞ 

・次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時

対応できる体制にあること。 

（２）緊急時訪問における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備

が行われていること。 
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●次に掲げる項目のうち、次のア又はイを含むいずれか２項目以上を満たす必要がある。 

ア 夜間対応した翌日の勤務間隔の確保 

イ 夜間対応に係る勤務の連続回数が２連続（２回）まで 

ウ 夜間対応後の暦日の休日確保 

エ 夜間勤務のニーズを踏まえた勤務体制の工夫 

オ ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用による業務負担軽減 

カ 電話等による連絡及び相談を担当する者に対する支援体制の確保 

 

＜緊急時訪問看護加算（Ⅱ）＞ 

・緊急時訪問看護加算（Ⅰ）の（1）に該当するものであること。 

 

※次のいずれにも該当し、24 時間対応体制に係る連絡相談に支障がない体制を構築して

いる場合には、24 時間対応体制に係る連絡相談を担当する者について、当該訪問看護

ステーションの保健師又は看護師以外の職員（以下「看護師等以外の職員」とする。）

でも差し支えない。 

ア）看護師等以外の職員が利用者又はその家族等からの電話等による連絡及び相談に対応

する際のマニュアルが整備されていること。 

イ）緊急の訪問看護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに行える連絡体制及び緊

急の訪問看護が可能な体制が整備されていること。 

ウ）当該訪問看護事業所の管理者は、連絡相談を担当する看護師以外の職員の勤務体制及

び勤務状況を明らかにすること。 

エ）看護師等以外の職員は、電話等により連絡及び相談を受けた際に、保健師又は看護師

へ報告すること。報告を受けた保健師又は看護師は、当該報告内容等を訪問看護記録書

に記録すること。 

オ）アからエについて、利用者及び家族等に説明し、同意を得ること。 

カ）指定訪問看護事業者は、連絡相談を担当する看護師等以外の職員に関して都道府県知

事に届け出ること。 

③注意事項等 

 〇医療保険の 24 時間対応体制加算の併算定不可。 

〇定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合 

のサービスにおける緊急時訪問看護加算（緊急時対応加算）の併算定不可。 

〇計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合は、居宅サービス計画

の変更が必要。 

〇早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算算定不可。ただし、１月以内の 2 回目以降の 

緊急時訪問については、早朝・夜間、深夜に係る加算を算定する。 

〇１利用者に対し１事業所に限り算定できるため、利用者に説明するに当たり他事業所 

から緊急時訪問看護に係る訪問看護を受けていないか確認すること。 

  ○訪問看護ステーションにおける緊急時訪問看護加算の算定に当たっては、届出を受理 

した日から算定。 
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特別管理加算 

① 単位数(１月につき) 

〇特別管理加算（Ⅰ）  ５００単位 

〇特別管理加算（Ⅱ）  ２５０単位 

② 算定要件 

〇特別な管理を必要とする利用者として別に厚生労働大臣が定める状態(※)である利用 

者に対して訪問看護の実施に関する計画的な管理を行う。 

(※)特別管理加算Ⅰ 

・医科診療報酬点数表に掲げる在宅悪性腫瘍患者等指導管理若しくは在宅気管切 

開患者指導管理を受けている状態又は気管カニューレ若しくは留置カテーテル 

を使用している状態 

特別管理加算Ⅱ 

・医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管 

理、在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管 

栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導管理、在 

宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態。 

・人工肛門又は人工膀胱を設置している状態。 

・真皮を超える褥瘡状態 

・点滴注射を週 3 日以上行う必要があると認められる状態 

③ 注意事項等 

   ○当該月の第１回目の介護保険の給付対象となる訪問看護を行った日の所定単位数に算 

定。 

〇1 人の利用者に対し、1 か所の事業所に限り算定可能。２か所以上の事業所が関わる 

場合には、その分配は事業所相互の合議に委ねられる。 

〇「真皮を越える褥瘡の状態にある者」に対して算定する場合は、定期的（１週間に１ 

回以上）に褥瘡の状態の観察・アセスメント・評価を行い、褥瘡の発生部位及び実施 

したケアについて訪問看護記録書へ記録すること。 

〇「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」とは、主治の医師が必要 

である旨の指示を行った場合であり、かつ看護職員が週３日以上の点滴注射を実施し 

ている状態を言う。また、特別管理加算を算定するに当たっては、点滴注射が終了し 

た場合その他必要と認められる場合には、主治の医師に対して速やかに利用者の状態 

を報告するとともに、訪問看護記録書に点滴注射の実施内容を記録すること。 

  ○特別管理加算の算定については、緊急時訪問看護加算と同様に以下の体制を整備して   

   いることが望ましい。 

  ・２４時間常時連絡できる体制の整備 

  ・当該加算に対応可能な職員体制、勤務体制を整備 

  ・病状の変化、医療器具に係る取扱い等において医療機関等との密接な連携体制を 

整備 
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ターミナルケア加算＝居宅サービスのみ＝  

①単位数・・・2,５００単位（死亡月に加算） 

②算定要件 

厚生労働大臣が定める基準に適合している事業所が、その死亡日及び死亡日前 14 日以

内に 2 日以上ターミナルケアを行っている。 

（厚生労働大臣が定める基準） 

・ターミナルケアを受ける利用者について 24 時間連絡できる体制を確保しており、 

かつ、必要に応じてサービス提供ができる体制を整備していること。 

・主治医との連携の下に、ターミナルケアに係る計画及び支援体制について、利用者 

及びその家族等に対して説明を行い、同意を得ていること。 

・ターミナルケアの提供について、身体の状況の変化等必要な事項が適切に記録され 

ていること。 

③注意事項等 

〇1 人の利用者に対し、1 か所の事業所に限り算定可能。 

〇訪問看護記録書に次の事項について記録しておかなければならない。 

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録。 

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態及びこれに対するケアの経過

についての記録。 

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて、利用者及び家族の意向を

把握し、それに基づくアセスメント及び対応の経過の記録。 

エ ウについては、「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイ

ドライン」等の内容を踏まえ、利用者本人及びその家族等と話し合いを行い、利用

者本人の意思決定を基本に、他の関係者との連携の上対応すること。 

〇ターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、24 時間以内に 

死亡が確認される場合等については、加算の算定は可能。 

  ○ターミナルケアの実施に当たっては、他の医療及び介護関係者と十分な連携を図るよ 

う努めること。 

 

初回加算   

①単位数・・・１月につき 

〇初回加算（Ⅰ）  ３５０単位（新設） 

〇初回加算（Ⅱ）  ３００単位 

②算定要件 

〇初回加算（Ⅰ） 

・新規に訪問看護計画書を作成した利用者に対して、病院、診療所等から退院した日に指

定訪問看護事業所の看護師が初回の指定訪問看護を行った場合、その属する月に算定。

ただし、初回加算（Ⅱ）を算定している場合は、算定しない。 
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〇初回加算（Ⅱ） 

・新規に訪問看護計画書を作成した利用者に対して、病院、診療所等から退院した日の翌

日以降に初回の指定訪問看護を行った場合、その属する月に算定。ただし、初回加算（Ⅰ）

を算定している場合は、算定しない。 

③注意事項等 

利用者が過去 2 ヶ月間（暦月）において、当該指定訪問看護事業所から訪問看護（医療

保険の訪問看護を含む）の提供を受けていない場合であって、新たに訪問看護計画書を

作成した場合に算定。 

 

退院時共同指導加算  

① 単位数・・・600 単位 

② 算定要件 

病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院、又は入所中の者が退院又は退

所するに当たり、指定訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除く。）が退院時共

同指導（当該又はその看護に当たっている者に対して、病院等の主治の医師その他の従

業者と共同し、在宅での療養上必要な指導を行い、その内容を提供することをいう。）を

行った後に、初回の訪問看護を実施した場合に、当該退院又は退所につき１回（特別な

管理を必要とする利用者については、２回）算定。 

③注意事項等 

○初回の訪問看護を実施した日に算定。 

○当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算定可。 

〇複数の訪問看護ステーション等が退院時共同指導を行う場合は、主治の医師の所属す 

る病院等に対し、他の訪問看護ステーション等における退院時共同指導の実施の有無 

を確認する。 

○２回の当該加算が算定可能である利用者（特別管理を必要とする利用者）に対して複 

数の訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は看護小規 

模多機能型居宅介護事業所が退院時共同指導を行う場合にあっては、１回ずつの算定 

も可能。 

〇初回加算を算定する場合は算定できない。 

○退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪 

問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけ 

る退院時共同指導加算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の当該 

訪問看護における当該加算は算定できない。（ただし、２回の当該加算が算定可能であ 

る利用者の場合を除く。） 

〇退院時共同指導を行った場合は、その内容を訪問看護記録書に記録しておくこと。 
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看護・介護職員連携強化加算＝居宅サービスのみ＝ 

①単位数・・・250 単位（月） 

②算定要件 

訪問介護事業所の訪問介護員等に対し、たんの吸引等の業務が円滑に行われるよう、た

んの吸引等に係る計画書や報告書の作成及び緊急時等の対応についての助言を行うとと

もに当該訪問介護員等に同行し、利用者の居宅において業務の実施状況について確認し

た場合、又は利用者に対する安全なサービス提供体制整備や連携体制確保のための会議

に出席した場合に加算を算定。 

③注意事項等 

○訪問介護員等と同行訪問した場合や会議に出席した場合は、その内容を訪問看護記録 

書に記録すること。 

○当該加算は訪問介護員等と同行訪問を実施した日又は会議に出席した日の属する月の 

初日の訪問看護の実施日に加算する。 

○当該加算は訪問看護が２４時間行える体制を整えている事業所として緊急時訪問看護 

加算の届け出をしている場合に算定可能。 

〇通常の訪問看護の提供以上に時間を要した場合であっても、ケアプラン上に位置づけ 

られた訪問看護費を算定すること。 

〇訪問介護員の基礎的技術取得や研修目的として同行訪問した場合は算定不可。 

 

看護体制強化加算 

① 単位数 

＜訪問看護＞ 

看護体制強化加算（Ⅰ）・・・５００単位（月） 

看護体制強化加算（Ⅱ）・・・２００単位（月） 

＜介護予防訪問看護＞ 

看護体制強化加算・・・１００単位（月） 

② 算定要件 

厚生労働大臣の定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に届け出た事業

所が、医療ニーズの高い利用者へのサービス提供体制を強化していること。 

＜看護体制強化加算（Ⅰ）＞ 

・算定日が属する月の前６月間において、事業所における利用者の総数のうち、緊急 

訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が 100 分の 50 以上。 

・算定日の属する月の前６月間において、事業所における利用者の総数のうち、特別 

 管理加算を算定した利用者の占める割合が 100 分の 20 以上。 

・算定日が属する月の前 12 月間において、事業所におけるターミナルケア加算を算 

定した利用者が５名以上。 

＜看護体制強化加算（Ⅱ）、介護予防看護体制強化加算＞ 

・算定日が属する月の前６月間において、事業所における利用者の総数のうち、緊急 

訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が 100 分の 50 以上。 
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・算定日の属する月の前６月間において、事業所における利用者の総数のうち、特別 

管理加算を算定した利用者の占める割合が 100 分の 20 以上。 

・算定日が属する月の前 12 月間において、事業所におけるターミナルケア加算を算 

定した利用者が１名以上。（居宅サービスのみ） 

③ 注意事項等 

〇厚生労働大臣の定める基準における利用者の割合については、全て実利用者数で算定  

 すること。 

〇加算を算定するに当たっては、利用者又はその家族等の同意を得ること。 

○加算を算定するに当たっては、医療機関との連携のもと、看護職員の出向や研修派遣 

などの相互人材交流を通じて在宅療養支援能力の向上を支援し、地域の訪問看護人材 

の確保・育成に寄与する取り組みを実施していることが望ましい。 

〇加算を算定するに当たっては、所定の基準を維持しなければならないことから、毎月

算定要件を確認し、基準を下回った場合は、直ちに届出をすること。 

 ○看護体制強化加算は、訪問看護事業所の利用者によって（Ⅰ）又は（Ⅱ）を選択的に 

算定することができないものであり、当該訪問看護事業所においていずれかの一方の 

みを届け出すること。 

重 要 

○緊急時訪問看護加算や特別管理加算を算定した利用者の割合やターミナルケア加算を

算手した利用者の数は、毎月確認が必要です。 

○訪問看護と介護予防訪問看護それぞれで確認をお願いします。 

○算定要件を満たさない場合は、速やかに加算の取下の届出をしてください。 

 

サービス提供体制強化加算 

① 単位数 

〇訪問看護ステーション、病院又は診療所 

（加算Ⅰ）・・・・・・1 回につき 6 単位 

（加算Ⅱ）・・・・・・1 回につき 3 単位 

〇指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（加算Ⅰ）・・・・・・1 月につき 50 単位（居宅サービスのみ） 

（加算Ⅱ）・・・・・・1 月につき 25 単位（居宅サービスのみ） 

② 算定要件 

厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出ているこ

と。 

（厚生労働大臣が定める基準） 

・事業所全ての看護師等に対し、看護師等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、 

研修（外部における研修を含む）を実施又は実施を予定していること。 

・利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該事業 

所における看護師等の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。 

・事業所の全ての看護師等に対し、健康診断等を定期的に実施すること。 
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（加算Ⅰ） 

・事業所の看護師等の総数のうち、勤続年数 7 年以上のものの占める割合が 100 分の 

30 以上であること。 

（加算Ⅱ） 

・事業所の看護師等の総数のうち、勤続年数 3 年以上のものの占める割合が 100 分の 

30 以上であること。 

③注意事項等 

 〇研修については次の点に留意すること。 

・看護師等の資質向上のための研修であること。 

・実施のための勤務体制の確保を行うこと。 

・個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた研修計画を策定。 

〇技術指導を目的とした会議とは、サービス提供を行う看護師等全てが参加するもので 

なければならない。「定期的」とは概ね 1 月に 1 回以上開催されている必要がある。 

〇職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度の平均を用いる。 

ただし、前年度の実績が 6 月に満たない場合は、届出日の属する月の前３月の職員の 

割合を毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。（新規又は再開した事業 

所は４月目以降届出が可能） 

○勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え、同一法人の経営

する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直

接提供する職員として勤務した年数を含めることができる。 

 

重 要 

○３月には必ず、４月から２月までの看護師等の総数のうち、勤続年数７年以上又は３

年以上のものの占める割合を計算し、次年度に加算算定が可能か確認してください。 

○加算の区分が変更となる場合や算定要件を満たさない場合は、速やかに体制届を提出

してください。 

 

口腔連携強化加算     

① 単位数・・・1 回につき５０単位 （１月に１回に限り算定可能） 

② 算定要件 

厚生労働大臣の定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に届け出た事業所

の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科

医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提供した場合に、１月に１回

に限り所定単位数を加算する。 

 （厚生労働大臣が定める基準） 

イ 訪問看護事業所の従業者が利用者の口腔の健康状態に係る評価を行うに当たって、診

療報酬の歯科点数表区分番号Ｃ０００歯科訪問診療料の算定の実績がある歯科医療機

関の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士に相談できる体制を確保し、その

旨を文書等で取り決めていること。 
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ロ 次のいずれにも該当しないこと。 

（1）他のサービスの介護事業所において、当該利用者について栄養状態のスクリーニングを

行い、口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)を算定している場合を除き、口腔・栄養スクリ

ーニング加算を算定していること。 

（2）当該利用者について、口腔の健康状態の評価の結果、居宅療養管理指導が必要であると

歯科医師が判断し、初回の居宅療養管理指導を行った日の属する月を除き、指定居宅療

養管理事業所が歯科医師又は歯科衛生士が行う居宅療養管理指導費を算定しているこ

と。 

（3）当該事業所以外の訪問看護事業所又は他サービスの介護事業所において、当該利用者に

ついて、口腔機能連携強化加算を算定していること。 

 

専門管理加算     

① 単位数・・・1 月につき２５０単位  

② 算定要件 

厚生労働大臣の定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に届け出た事業 

  所の緩和ケア、褥瘡ケア若しくは人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受け

た看護師又は保健師助産師看護師法第37条の２第２項第五号に規定する指定研修機関に

おいて行われる研修を修了した看護師が、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行

った場合、１月に１回に限り所定単位数を加算する。 

  

 イ 緩和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受けた看

護師が計画的な管理を行った場合（悪性腫瘍の鎮痛療法若しくは化学療法を行っている

利用者、真皮を超える褥瘡の状態にある利用者（重点的な褥瘡管理を行う必要が認めら

れる利用者（在宅での療養を行っている者に限る。）にあたっては真皮まで状態の利用者）

又は人工肛門若しくは人工膀胱を造設している者で管理が困難な利用者に行った場合に

限る。） 

ロ 特定行為研修を修了した看護師が計画的な管理を行った場合（医科診療報酬点数表の

区分番号Ｃ００７の注３に規定する手順書加算を算定する利用者に対して行った場合に

限る。） 

（厚生労働大臣が定める基準） 

イ 緩和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受けた看

護師が配置されていること。 

ロ 保健師助産師看護師法第３７条の２第２項第五号に規定する指定研修機関において、

同項第一号に規定する特定行為のうち訪問看護において専門の管理を必要とするものに

係る研修を修了した看護師が配置されていること。 
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遠隔死亡診断補助加算 

① 単位数・・・1 回につき１５０単位  

② 算定要件 

厚生労働大臣の定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に届け出た事業 

所の情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看護師が、医科診療報酬点 

数表の区分番号 C001 の注 8（医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ001－２の注６の規定に 

より準用する場合（指定特定施設入居者生活介護事業者の指定を受けている有料老人ホー 

ムその他これに準ずる施設が算定する場合を除く。）を含む。）に規定する死亡診断加算を 

算定する利用者（特別地域に居住する利用者に限る。）について、その主治の医師の指示に 

基づき、情報通信機器を用いて医師の死亡診断の補助を行った場合に、所定単位数に加算 

する。 

（厚生労働大臣が定める基準） 

 情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看護師が配置されていること。 
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（令和7年1月20日現在）

離島振興対策
実施地域

厚生労働大臣が
別に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

岡山市 犬島 － －

旧御津町
旧建部村
旧上建部村
旧鶴田村

－ あり

玉野市 石島 － － － － あり

備前市
大多府島
鴻島

－ － 全域 全域 あり

瀬戸内市 前島 － － 旧牛窓町 旧牛窓町 －

赤磐市 － － －

旧笹岡村
旧熊山村
旧山方村
旧佐伯北村

旧赤坂町
旧吉井町

あり

和気町 － － －
旧佐伯村
旧和気町

全域 あり

吉備中央町 － － －

旧津賀村
旧円城村
旧新山村
旧江与味村
旧豊野村
旧下竹荘村

全域 あり

倉敷市
松島
六口島

－ － － － －

笠岡市

高島
白石島
北木島
真鍋島
小飛島
大飛島
六島

－ －
旧神島内村
旧北木島村
旧真鍋島村

－ あり

井原市 － － －
旧井原市
旧宇戸村
旧芳井町

全域 あり

総社市 － － －

旧池田村
旧日美村
旧下倉村
旧富山村

－ あり

高梁市 －

川上町地頭
川上町七地
川上町三沢
川上町領家
川上町吉木
川上町臘数
備中町志藤用瀬
備中町布瀬
備中町長屋
備中町布賀

－ 全域 全域 あり

新見市 － －
旧新見市
旧大佐町
旧神郷町

全域 全域 あり

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）
（※）ただし、岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

市町村名 特別地域加算対象地域（１５％：注１）

旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉）
旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉）
旧竹枝村（大田・吉田・土師方・小倉）
旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品
田）

振興山村
（注２）

旧神根村（今崎・神根本・高田・和意谷）
旧三国村（加賀美・多麻・都留岐・笹目）

－

－

旧熊山村2-2（勢力・千躰・奥吉原）
旧山方村（是里・滝山・黒本・黒沢・中山）
旧佐伯北村（稲蒔・光木・石・八島田・暮田）
旧布都美村2-2（合田・中畑・石上・小鎌・西勢
実・広戸）

旧佐伯村（津瀬・米沢・佐伯・父井原・矢田部・
宇生・田賀・小坂・加三方）
旧日笠村（保曽・日笠上・日笠下・木倉）

旧津賀村（広面・上加茂・下加茂・美原・加茂
市場・高谷・平岡・上野・竹部）
旧円城村（上田東・細田・三納谷・上田西・円
城・案田・高富・神瀬・小森）
旧新山村（尾原・笹目・福沢・溝部）

－

－

旧宇戸村（宇戸谷・上高末・烏頭・宇戸）

旧下倉村（下倉）
旧富山村（宇山・種井・延原・槁）

旧中井村（西方・津々）
旧玉川村（下切・玉・増原）
旧宇治村（穴田・宇治・遠原・本郷）
旧高倉村（飯部・大瀬八長・田井）
旧上有漢村（上有漢）
旧吹屋町（吹屋・中野・坂本）
旧中村（布寄・羽根・長地・相坂・小泉）
旧大賀村（仁賀・上大竹・下大竹）
旧高山村（高山・高山市・大原）
旧平川村（平川）
旧湯野村（西山・東油野・西油野）

旧豊永村（豊永赤馬・豊永宇山・豊永佐伏）
旧熊谷村（上熊谷・下熊谷）
旧菅生村（菅生）
旧千屋村（千屋・千屋実・千屋井原・千屋花
見）
旧上刑部村（上刑部・大井野）
旧丹治部村（田治部・布瀬）
旧神代村
旧新郷村
旧本郷村
旧万歳村
旧新砥村
旧矢神村
旧野馳村

特別地域加算及び中山間地域等小規模事業所加算対象地域一覧
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離島振興対策
実施地域

厚生労働大臣が
別に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

浅口市 － － － 旧寄島町 旧寄島町 －

早島町 － － － － － －

里庄町 － － － － － －

矢掛町 － － － 旧美川村 全域 あり

津山市 － －

旧津山市
旧勝北町
旧加茂町
旧阿波村

旧一宮村
旧高田村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村
旧新野村
旧大井西村

旧加茂町
旧阿波村
旧勝北町
旧久米町

あり

真庭市 － －

旧湯原町
旧美甘村
旧川上村
旧八束村
旧中和村

旧北房町
旧勝山町
旧津田村
旧美川村
旧河内村
旧湯原町
旧久世町
旧美甘村
旧川上村
旧中和村

全域 あり

美作市 － －
旧勝田町
旧大原町
旧東粟倉村

旧勝田町
旧大原町
旧東粟倉村
旧豊田村
旧巨勢村
旧作東町
旧英田町

全域 あり

新庄村 － － 全域 全域 全域 あり

鏡野町 － －
旧奥津町
旧富村
旧上斎原村

全域 全域 あり

勝央町 － － － － － あり

奈義町 － － 全域 旧豊並村 全域 あり

西粟倉村 － － 全域 全域 全域 あり

久米南町 － － －
旧弓削町
旧竜山村

全域 あり

美咲町 －

上口
小山
栃原
中垪和
東垪和
西

－

旧大垪和村
旧旭町
旧吉岡村
旧南和気村

全域 あり

市町村名

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

特別地域加算対象地域（１５％：注１）
「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）

（※）ただし、岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

振興山村
（注２）

注４：加算対象地域であるか、地名のみでは判断できない指定地域があります。具体的な対象地域については、各市町村にお問い合わせください。

注３：辺地については、別表（辺地地域一覧表）により御確認ください。

-

（令和7年1月20日現在）

-

旧上加茂村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村（奥津川・川東・市場・案内・羽賀・大
吉・西村・日本原・大岩）
※旧新野村の日本原は該当しません。

旧富原村（若代・下岩・清谷・曲り・古呂々尾
中・若代畝・高田山上・月田本・岩井谷・岩井
畝・上・野・後谷）
旧津田村（野原・舞高・旦土・吉・田原山上・上
山）
旧湯原町（禾津・釘貫小川・下湯原・田羽根・
都喜足・豊栄・仲間・久見・本庄・見明戸・三世
七原・社・湯原温泉）
旧二川村（粟谷・黒杭・種・小童谷・藤森）
旧美和村（余野上・余野下・樫西・樫東・目木・
三崎・中原・台金屋）
旧美甘村（鉄山・黒田・田口・延風・美甘）
旧中和村（下和・初和・別所・真加子・吉田）

旧梶並村（右手・真殿・梶並・楮・東谷上・東谷
下）
旧栗広村2-1（長谷内・馬形・宗掛）
旧大野村（川上・滝・野形・桂坪・笹岡）
旧東粟倉村（後山・太田・川東・中谷・野原・東
青野・東吉田）
旧豊田村（北原・友野・山口・山外野・大原・猪
臥・海内・平田）
旧巨勢村2-1（巨勢・海田）
旧福山村（万善・国貞・鈴家・田渕・柿ヶ原）
旧巨勢村2-2（尾谷）
旧河会村（上山・中川・横尾・北・南・滝ノ宮）

全域

注２：振興山村、豪雪、特定農山村、過疎は平成合併前の旧市町村名で指定されています。

旧美川村（上高末・下高末・宇角・内田）

注１：福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与を除く。

－

旧豊並村（馬桑・関本・小坂・高円・皆木・西
原・行方）

全域

旧弓削町（下弓削・西山寺・松・上弓削・塩之
内・羽出木・全間・仏教寺・下二ヶ・上二ヶ・泰
山寺）

旧倭文西村（北・南・里・中）
旧江与味村2-2（江与味）
旧西川村（西垪和・西川・西川上）

旧富村（大・楠・富仲間・富西谷・富東谷）
旧久田村（久田上原・久田下原・黒木・河内・
土生）
旧泉村（井坂・女原・至孝農・杉・西屋・箱・養
野）
旧羽出村（羽出・羽出西谷）
旧奥津村（奥津・奥津川西・下齋原・長藤）
旧上齋原村
旧中谷村（入・山城・中谷）

-
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市町村名

岡山市 山上・石妻 杉谷 畑鮎 金山寺 北野 勝尾・小田 東本宮

津山市 加茂町物見 加茂町河井・加茂町山下 加茂町黒木 阿波 奥津川 新野山形 西上 八社

玉野市 石島

笠岡市 高島 白石島 北木島 真鍋島 飛島

井原市 野上南部 池井 西星田 黒木 宇頭

総社市 延原・宇山

高梁市 山際 柴倉 上野 追田 野呂 遠原 秋ケ迫 楢井

丸岩 陣山 西野呂 割出 中野 坂本 吹屋 小泉

長地 上大竹 高山 布賀 平川 湯野 西山

新見市 花見 井原 千屋 菅生 足見 土橋 赤馬 宇山

松仁子 法曽 大井野 上油野 三室 高瀬 三坂 青木

田淵 大野 荻尾 久保井野 高野川東 上刑部

備前市 大多府 加賀美 都留岐

赤磐市 是里東 是里西 是里中 滝山 中山・戸津野 八島田・暮田 石・平山 合田・中畑

小鎌・石上 中勢実・西勢実

美作市 右手 真殿 梶並 東谷下 東谷上 宗掛 江ノ原 西町

滝 野形 川上 桂坪 田井 後山 中谷 東青野

山外野 海田 日指 角南 白水 万善 国貞 田渕

柿ケ原 梶原 小房 小野 鷺巣 粟井中 宮原 上山

中川 北

真庭市 清谷 曲り・古呂々尾中 後谷 上・岩井畝 高田山上・野・若代畝 見尾・真賀 神代 吉

田原山上・上山 別所・佐引 関上 日野上 杉山・日の乢 藤森 粟谷 立石

三野瀬 種 福井 見明戸 鉄山 阿口 樽見 井殿

和気町 大成 大杉・加賀知田 上田土 南山方・丸山 奥塩田 北山方 塩田 室原

岸野 日笠上 日笠下 木倉 田原上 田原下 本 清水

矢掛町 宇内

新庄村 堂ケ原

鏡野町 近衛 香北 羽出 奥津 上齋原 富

勝央町 上香山

奈義町 皆木

西粟倉村 大茅 坂根 塩谷

久米南町 羽出木 全間 龍山 山手

美咲町 長万寺 金堀 大垪和西 和田北 大垪和東 北 里 中

西川上 垪和 小山 大山 高城 定宗本山 上間

吉備中央町 広面 加茂山 津賀西 三納谷 高富 笹目・千守 納地 黒山

○辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律
　（昭和37年法律第88号）第２条第１項に規定する辺地

　辺地地域一覧 （R7.1.20現在）

辺地名 合計　199辺地
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訪問看護における必要な同意について

＜介護保険による訪問看護＞

事　　　項 根拠法令等 根拠条文 備　　　考

重要事項説明書 第9条 文書を交付すること

交通費の受領
第70条
第4項

訪問看護計画書
第74条
第3項

利用者に交付すること

利用者又はその家族の個人情報の利用
第35条
第3項

文書により得ておくこと

複数名訪問加算
平成24年厚生労働省告示第94号
「厚生労働大臣が定める基準」

第5号

中山間地域等における小規模事業所加算
平成12年老企第３６号「指定居宅サービスに要する額の算定に関す
る基準及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基
準の制定に伴う実施上の留意事項について」

第2の4
（16）

緊急時訪問看護加算
平成12年厚生省告示第19号
「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」

訪問看護
注12

看護体制強化加算
平成12年老企第３６号「指定居宅サービスに要する額の算定に関す
る基準及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基
準の制定に伴う実施上の留意事項について」

第２の４
（28）

ターミナルケア加算 第8号

口腔連携強化加算 第9号の２

＜医療保険による訪問看護＞

事　　　項 根拠法令等 根拠条文 備　　　考

重要事項説明書 第5条 文書を交付すること

基本利用料並びにその他の利用料
第13条
第3項

訪問看護計画書
第17条
第2項

複数名（精神科）訪問看護加算

基本療養費
注12

精神療養費
注8

24時間対応体制加算
管理療養費

注2

在宅患者連携指導加算
管理療養費

注8

訪問看護情報提供療養費
当該療養費

注1-3

訪問看護ターミナルケア療養費
当該療養費

注1-2

平成12年厚生省令第80号
「指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準」

平成20年3月5日厚生労働省告示第67号
「訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法」

平成24年10月5日岡山県条例第62号
「介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び
運営の基準等を定める条例」

平成24年厚生労働省告示第95号
「厚生労働大臣が定める基準」
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項　　　目 原則
例外
規定

例外規定適用条件

（地域密着型）（介護予防（地域密着型を除く））特定施設入居者生
活介護（有料老人ホーム等）を受けている場合（外部サービス利用
型を除く）

算定
不可

あり
算定は不可だが、施設を運営する事業者の費用負担により利用させるこ
とはできる。

（介護予防）認知症対応型共同生活介護（グループホーム）を受け
ている場合

算定
不可

あり
算定は不可だが、施設を運営する事業者の費用負担により利用させるこ
とはできる。

小規模多機能型居宅介護を受けている場合
算定
可

あり
小規模多機能型居宅介護の通所サービスまたは宿泊サービスを利用し
ているときは算定不可＝在宅時のみ算定可能

サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホーム、軽費老人ホーム
及び養護老人ホーム（特定施設を除く）

算定
可

なし

（介護予防）短期入所生活介護を受けている場合
算定
不可

なし

（介護予防）短期入所療養介護を受けている場合
算定
不可

なし

定期巡回・随時対応型訪問介護看護を受けている場合
算定
不可

なし

（地域密着型）特別養護老人ホームに入所している場合
算定
不可

なし

介護老人保健施設、介護医療院に入所している場合
算定
不可

なし

介護療養型医療施設に入院している場合
算定
不可

なし

複合型サービス
算定
不可

なし

医療機関に入院している場合
算定
不可

なし

（地域密着型）（介護予防（地域密着型を除く））特定施設入居者生
活介護（有料老人ホーム等）を受けている場合

算定
不可

あり
①急性増悪等により頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別訪問看
護指示書の交付日から14日間以内
②厚生労働大臣が定める疾病等の利用者

（介護予防）認知症対応型共同生活介護（グループホーム）を受け
ている場合

算定
不可

あり
①急性増悪等により頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別訪問看
護指示書の交付日から14日間以内
②厚生労働大臣が定める疾病等の利用者

小規模多機能型居宅介護又は複合型サービスを受けている場合
（宿泊サービスに限る。）

算定
不可

あり

急性増悪等により頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別訪問看護
指示書の交付日から14日間以内又は厚生労働大臣が定める疾病等の
利用者の場合で、利用前30日以内に患家を訪問し、訪問看護療養費を
算定した訪問看護ステーション。（末期の悪性腫瘍の患者以外は、利用
開始後30日間のみ算定可）

サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホーム、軽費老人ホーム
及び養護老人ホーム（特定施設を除く）

算定
不可

あり
①急性増悪等により頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別訪問看
護指示書の交付日から14日間以内
②厚生労働大臣が定める疾病等の利用者

（介護予防）短期入所生活介護を受けている場合
算定
不可

あり
末期の悪性腫瘍の利用者であって、利用開始前30日以内に患家を訪問
し、訪問看護基本療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が
実施した場合に限り算定可

（介護予防）短期入所療養介護を受けている場合
算定
不可

なし

（地域密着型）特別養護老人ホームに入所している場合
算定
不可

あり 末期の悪性腫瘍の利用者に限り算定可

介護老人保健施設に入所している場合
算定
不可

あり
末期の悪性腫瘍の患者及び急性増悪等により一時的に頻回の訪問看
護が必要である患者又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者に
限り、退院時共同指導加算の算定可。

医療機関に入院している場合
算定
不可

あり

介護医療院に入所している場合
算定
不可

あり

介
護
保
険

要介護、要支援者が居住、入所、入院している施設等への訪問看護の可否

医
療
保
険

末期の悪性腫瘍の患者及び急性増悪等により一時的に頻回の訪問看
護が必要である患者又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者に
限り、退院時共同指導加算の算定可。
外泊時の場合に限り、訪問看護基本療養費（Ⅲ）及び精神科訪問看護基
本療養費（Ⅳ）の算定可
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制度別対象疾患一覧（介護保険２号該当・医療保険の訪問看護）
（指定難病関係は、別ページ「指定難病一覧」を参照のこと）

介護保険 特掲診療料
病 名 ２号該当 ｢別表第七｣

※１ ※２

がん
（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至った ○
と判断したものに限る。）

関節リウマチ ○

筋萎縮性側索硬化症 ○ ○

後縦靱帯骨化症 ○

骨折を伴う骨粗鬆症 ○

初老期における認知粧 ○

進行性核上性麻痺 ○ ○

大脳皮質基底核変性症 ○ ○

パーキンソン病 ○

脊髄小脳変性症 ○ ○

脊柱管狭窄症 ○

早老症 ○

多系統萎縮症 ○ ○
（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症、シャイ・ドレーガー症候群）

糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症、糖尿病性網膜症 ○

脳血管疾患 ○

閉塞性動脈硬化症 ○

慢性閉塞性肺疾患 ○

両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症 ○

末期の悪性腫瘍 ○

多発性硬化症 ○

重症筋無力症 ○

スモン ○

ハンチントン病 ○

進行性筋ジストロフィー症 ○

パーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ三以上であって生活機能 ○
障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る）

プリオン病 ○

亜急性硬化性全脳炎 ○

ライソゾーム病 ○

副腎白質ジストロフィー ○

脊髄性筋萎縮症 ○

球脊髄性筋萎縮症 ○

慢性炎症性脱髄性多発神経炎 ○

後天性免疫不全症候群 ○

頚髄損傷 ○

人工呼吸器を使用している状態 ○

※１ 介護保険２号該当：介護保険の第２号被保険者（４０歳以上６５歳未満）が要介護・要支援認定を受ける

こととなる疾病

※２ 医療保険訪問看護：要介護者・要支援者であっても、医療保険で訪問看護が行われる疾病
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